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1，特別支援学校卒業後に就労継続支援B型を利用しようとする場合、 一旦就労   

移行支援を経なければならないために、卒業時点で進路がはっきりしない状況   
が生じることから、就労移行支援を経ずに直接就労継続支援8型の利用を認め   
るべきとの指摘がある。  

2．一方、現行の仕組みは、利用する就労支援サービスが適切か否かを判断する   
ための客観的指標の作成が困難である申で、障害者本人の希望を尊重しつつ   
就労の可能性を見出す機会を制度的にも設けておく必要があるとの考え方に   

基づくものである。  

3．また、就労継続支援B型利用の適否を判断するための利用が、暫定支給決定   
によるもので良い（最大でも2ケ月）ことの周知が十分でないため、暫定支給   
決定の活用が十分に図られていないことも考えられる。   



r．＿・…鮎．．確．  
1■就労継続支援B型及び旧授産施設の利用者のエ賃引き上げを目的として、  

「成長力底上げ戦略」の一環として、平成19年度～23年度の5年間で平均工賃の   
倍増を目指す取り組みを進めているところ。  

2・ 

策定し、各都道府県における今後の具体的な取り組みが定められたところ。  

3■国においては、平成20年度におい七は、都道府県に対し、エ賃倍増計画の  
策定を支援するなどのための経費を補助している。  

4－その他、就労継続支援B型に？いて、エ賃向上実績の報酬上の評価や、施設   
外就労の財政的支援を行うこととしている。   

また、福祉施設への発注促進税制、地方公共団体における役務にかかる随意   
契約の可能化などが実現している。  

（参考1）エ賃倍増5カ年計画対象施設（注）の平均工賃  

19年度12，600円（対18年度比＋3％）  

（注）就労継続支援B型、旧授産施設、旧小規模適所授産施設  

（参考2）工賃倍増に係る都道府県の取組状況（補助事業）   

・経営コンサルの事業所への派遣  26道府県   

・経営セミナー等の開催  23府県   



「エ賃倍増計画」の取り組みは始まったばかりであり、各事業所において  

エ賃引き上げに向けて、PDCAサイクルの下で継続的に取り組まれていく  
ことが重要。  

※ PDCAサイクルとは・‥  
P自a n（計画）：従来の実績や将来の予測などをもとにして業務計画を作成する。  
Do（実施■実行）：計画に沿って業務を行う。ノ  
Ch8Ck（点検・評価）：業務の実施が計画に沿っているかどうか確認する。  
Ac t（処置・改善）：実施が計画に沿っていない部分を調べて処置する。  
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1‾   との、 の強化  

（参考1）地域自立支援協議会の就労部会放置数 222カ所（741協議会中）■（特専権祉課調べ 平成20年4月1日現在）  

（参考2）  

地域のネットワークの根拠等  

名癌   中心とな皐機関   目的   放置単位   脚数   参加機関  

地域自立支捷  ①都道府県   ①都道府県内の覿域毎め相碑文捷  都道府県   ①45都道府県   ①相談支線事業者、学識経験者、市町村等  

協議会   ②市町村   体制の状況を酔葡し、市町村・格差  市如村   くH20．4現在）   の関係機関  

（就労部会）  の体制撃傭等の指導■助言及び専  粥 H20年度申に残り  （診以下の1ん4）に放当する関係者・機関  

門的分野叱おける支振方策等につ  2か斬も散鷹  

いて情報・知見を共有一書及する。  予定 
（1）社会資源や地域における権利擁護、相  

執支援専業を掩う関係者  
②市町印こおける杜書書中生活を  
支えるため、相績支援■凛をはじめ  

②り88市町村  
（2）辞書当事者・団体の代表者又はその崇  

（741協譲合）  
族  

とするシステムづくりに隠し、中棲的  （H20．4現在）  
な役割を果たすと共に、責任車体と  

（3）相繊支鎌手業者、福祉サービ入事業者、  

してそ由蓮営と連絡爛熟こあたる  ※H2d年度中に388 か所が融慣予     保健・医療、学校、企業、高齢者介緩等閑  
鱒  

※就労支嬢部会たおいては、主に  
俵開  

地域協線虫l≠おい七右妃3）のうち  
（ヰ）前各号に掲げるもののほか、地域ケアに  

就．労支援関係機関によって構成さ  
関する学識蛙験を有する者  

れる 

地域障書看就  ハローワーク   関係機関からなる就労支捷のたゆ  ハローワーク  557か所   陣青春団体、陣書者支援甲体、地域陣育者  

労支攫事業  のチームを編成し、個々人の「障害  のせ樽区域  ※全陽のハローワーク  職業センター、鱒青春就射生活支援セン  

（チーム支鱒）  看就労支援計画」を作成し、就職に  ター‘職業能力開発枚、陣書着地域生活支  

向けた準備から職場定着まで一連  捷センター、福祉事務所   

の支援を行う  
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